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５　都市計画法第３４条第７号に係る審査基準

　(1) 密接な関連について
　　　本号でいう密接な関連を有するものとは、人的及び資本的な関連ではなく、生産活動において関連性を有する次のものとする。

　　　既存の工場等に自己の生産物の原料又は部品の５割以上を依存し、あるいは自己の生産物の５割以上を原料又は部品として納入する場合等、具体的な事業活動に着目し、生産、組立及び出荷等の各工程に関して既存の工場と不可分一体である関係にある場合。（既存の工場等を拡張する場合は、事業の内容、規模等により総合的に判断する。）

(2) 事業活動の効率化について
　　　事業活動の効率化とは既存の事業の質的改善または量的拡大等の効率化をいうものである。

(3) 事業の継続性について
「密接な関連」が将来にわたって担保等が得られること。


